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はじめに　本稿の目的
　本稿の目的は愛知県西三河地域の特徴を、
この地域に大きな影響を与えてきたトヨタ自
動車ならびに関連企業との関係で地域社会の
変遷を考察することである。その場合前提と
して、この地域に大きな影響を与えてきた、
トヨタ自動車を頂点とする企業集団の特性と
愛知県西三河地域の特性を統一して捉える必
要があると筆者は考える。
　筆者はかつて「トヨタの企業福祉」「トヨ
タと教育」という表題で拙稿を書いたことが
ある。（猿田正機編『トヨタ企業集団と格差
社会』2007）そこでは大都市名古屋の周辺に
位置する西三河地域がかつては日本ではどこ
にでもあるような農業依存社会に過ぎなかっ
た。だが、第二次世界大戦中のさなかに設立
された株式会社豊田自働織機製作所自動車部
から分離したトヨタ自動車工業（後のトヨタ
自動車株式会社）１が、1937（昭和 12）年に
当時の挙母町（現豊田市トヨタ町）の丘陵地
に自動車生産工場を建設したことが、その後
の地域社会に大きな影響を与えてきたことを
指摘した。その様相は戦後の高度経済成長を
経て一気に加速化することになった。高度経
済成長期の日本列島での農村から都市化への
変容はどこでもみられたが、とりわけこの地
域では、周辺には農村の面影を残しながらも
工場立地の開始と一大工業地域へと大きな変
貌を成し遂げ、全国から新規学卒者と炭鉱な
ど斜陽産業の離職者らの雇用受け皿として、
若者を中心に多くの人々がこの地に流入する
ことになった。当初、地域社会のインフラ整
備が不十分で地域社会の膨張に追いつかな
かったため、住民に必要な施設が決定的に不
足していたことはよく指摘される。病院がな
い、交通機関がない、商店がない、学校がな
い、住む場所がなく保育所や学校のキャパシ
ティも決定的に不足していた。こうした住民
の生活に関わる多くの困難に直面したとい
う。その課題に直面したからこそ「企業主導
型」の地域社会形成の根拠があった。そこか
ら企業に依存する「企業社会」と「企業城下
町」が形成されていくことになった。
　とはいっても西三河全体を捉えたとき、必
ずしもこの地域のすべてがトヨタの影響を一
律に受けてきたわけではない。その地域・自
治体の歴史や立地条件によって温度差がある
のはいうまでもない。そうした地域内部の特
性を考慮しながら地域社会の変容について見
ていくことにしたい。そうした現状認識の上
でこの地域の学校教育の特徴を考察するのが
次の目的・課題となるが、第 1 部は西三河の
地域社会、第 2 部は西三河の学校教育の予定
で筆を進めることとする。第 2 部は次回以降
とする。今回は第 1 部として扱う。
第１部は西三河の地域社会
１　西三河の風土と概観
　本稿での理解を深めるために、地域として
の西三河の位置と特色をまず整理することと
する。西三河は愛知県東部にあたる三河地方
の西側に位置し、この地のほぼ中央の南北を
縦断する矢作川の東西領域に開かれた広大な
地域である。かつては多くの自治体が存在し
｢ 平成の大合併」を経て、現在では 9 市 1 町
の自治体に落ち着き、面積は 1979km2、人
口は 158 万人を擁する地域である。愛知県総
体が面積 5165km2、人口が 744 万人、名古
屋市は面積 326km2 人口が 227 万人であり、
尾張、名古屋市、東三河とともに愛知県内の
１つの地域文化圏を形成している。
　本稿で扱う西三河を構成している愛知県
は、日本列島の中央部に位置し、中部地方の
県では最も人口が多く経済的にも豊かで、県
庁所在地の名古屋市は中部地方で最大の人口
を擁する都市である。愛知県は三大都市圏の
一角である中京圏の中心の県であり、製造業
を中心に日本経済を大きく支えてきた地域で
もある。
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　その愛知は、尾張（含む名古屋）、西三河、
東三河の 3 地域で構成されている。面積比は
ほぼ 1：1：1、人口比はほぼ 7：2：1 になる。
愛知県の名称は郡名が県名にされた県の一つ
で、現在の名古屋市の中心部が所属していた
愛知郡に由来しているという。
　 尾 張 地 域 は 面 積 1,686.53km2、 人 口
5,116,322 人であり、政令指定都市として名
古屋市があり県庁所在地である。千種区、東
区、北区、西区、中村区、中区、昭和区、瑞
穂区、熱田区、中川区、港区、南区、守山
区、緑区、名東区、天白区の 16 区からなる。
特例市として一宮市、春日井市があり、その
他に 21 市ある。
　なお尾張は名古屋市と名古屋市外の尾張地
区と知多地区に区分され、名古屋市外の尾張
地区も尾東（豊明、長久手、日進、瀬戸、春
日井、尾張旭の各市と愛知郡東郷町）、尾北
（犬山、小牧、江南、岩倉、北名古屋、清須
の各市と丹羽郡扶桑町・大口町）、尾西（一
宮、稲沢の各市と西春日井郡豊山町）、尾南
（津島、弥富の各市と海部郡大治町、蟹江町、
飛島村）と区分されることもあるが、三河を
東西に区分するほど厳格にはなされていな
い。知多地区は、尾張とはいえ名古屋市以南
の知多半島にある半田、大府、知多、常滑、
東海の 5 市と東浦、阿久比、武豊、南知多、
美浜の 5 町からなる 2。
　西三河地域は面積 1,756.60km2、人口
1,582,589 人で、中核市に岡崎市、豊田市が
あり、その他の市には安城市 、刈谷市、高
浜市、知立市、西尾市、碧南市、みよし市の
9 市と額田郡幸田町があるが、詳細は本論に
記すことにする。
 東 三 河 地 域 は 面 積 1,662.55km2、 人 口
753,013 人で中核市として豊橋市があり、そ
の他の市として豊川市、蒲郡市、田原市、新
城市があり、町村には北設楽郡の設楽町、東
栄町、豊根村がある。愛知県内では相対的に
独自性が強い地域でもある。 
　本稿の課題である西三河地域の開発は、岡
崎などの城下町や東海道の宿場・交通要地を
除けば主に明治以降のことである。平野部の
多くは以前は荒れ地が中心で、この地を豊か
な農業地帯に変貌させたのは、矢作川の利水
を活用した明治用水の存在であった。その恩
恵をもっとも受けたのが矢作川西側に位置す
る「日本のデンマーク」安城市であったが、
この地の周辺は全国でも数少ない都市近郊農
業が発達していく地域でもある。現在も安城
市の周辺に位置する碧南市や西尾市、豊田市
の南部や北部では特定の農産物に依拠した高
いレベルの農業経営が営まれている。
　一方この地は、高度経済成長期には自動車
製造メーカーの企業城下町である豊田市と刈
谷市を中心に工業地域として成長するように
なった。それを支えたのがモータリゼーショ
ンであり、トヨタ自動車に代表される輸送機
器産業であった。これまでの ｢ 元気な名古
屋」はこの西三河の製造業の成長・発展に
よって可能であった。
　ただ西三河地域も 1 つに単純化することは
できない。トヨタという一大企業集団の存在
は無視できないが、他方では現在もトヨタと
は直接関係のない農業の存在や岡崎市や西三
河南部を中心とした伝統的な地場産業の存在
も無視できない。歴史ある城下町であった岡
崎市だけでなく、高浜市の瓦や西尾市、碧南
市を中心とした鋳物などがある。しかもこう
した産業基盤以外にも、近年では県都名古屋
市に公共交通機関利用によって 30 分前後で
移動可能な利便性にも恵まれ、生活基盤が名
古屋のベッドタウン的な機能を果たす自治体
も生まれている 3。こうして現在の西三河地
表１　愛知県の概要
人口（人） 面積（km2）
愛知県 7451924 5,172.40
尾張（含む名古屋） 5116322 1686.53
西三河 1582589 1756.60
東三河 753013 1662.55
名古屋市 2274511 326.44
データは平成 26 年 10 月住民基本台帳より。
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よし市」としてスタートした。豊田市とは現
在も繋がりはあるものの、西三河の他の自治
体とは異なった様相を示している。
　岡崎市と旧額田郡 2 町は西三河では歴史も
ありもっとも伝統的な地域である。とともに
製造業の事業所や官公庁の出先機関もそれな
りに立地されており、都市基盤は西三河の中
ではもっとも整備されている。岡崎市は「平
成の大合併」で額田郡額田町を吸収合併した
が、同じ額田郡内でも幸田町は自立の道を選
んでいる。
　西三河南部に位置する西尾市と旧幡豆郡３
町は、2011 年 4 月に、これまでも屎尿処理
や介護保険などで広域連合を形成し、結びつ
きが強かった隣接する幡豆郡の幡豆、吉良、
一色の 3 町を吸収合併して、新生の西尾市と
してスタートした。小さな地域だが独特な役
割もある。トヨタ関連企業も進出しているも
のの、まだ伝統的地場産業基盤があり、産業
基盤や生活様式が従来の農漁村的スタイルか
ら完全に脱却しているわけではない。ただこ
の地が名古屋を核とし、ＪＲ東海道本線や名
古屋鉄道本線、国道 1 号線の基軸ルートから
外れた地域になるという難点は、一方では独
自の地域社会の維持という利点がある。
　碧海 5 市（衣浦湾東部地域に位置する刈
谷・安城・知立・碧南・高浜の 5 市）では、
域は、旧来の自動車産業に依拠した豊田市、
刈谷市の企業城下町だけでなく、様々な要素
が混在しているところにその特徴がある。
２　西三河の自治体と地域区分
　その西三河は現在では 9 市 1 町の自治体か
ら成り立っているが、これまで一般的には以
下の 4 つのエリアに区分されてきた。
　まず豊田市と旧東西加茂郡の町村からなる
地域で、これまでは周辺の東西加茂郡の 5 町
2 村とともに広域行政圏を形成してきた。「平
成の大合併」のかけ声を契機に法定合併協議
会での論議がなされてきたが、三好町（当
時）が自立の道を選択して、合併構想は一度
は破綻した。だが総務省の指導と合併推進派
の巻き返しで、三好町を除く 1 市 4 町 2 村に
より、2006 年 4 月に新生の豊田市としてス
タートした。この過程で当時北設楽郡稲武町
が文化的・地理的な結びつきが強いとして東
加茂郡に編入、他の町村と同時に豊田市に編
入されることになった。これが現在豊田市が
長野県と岐阜県に隣接する理由である。な
お、旧三好町はトヨタ自動車の工場が 3 つも
立地しているから、財政的にも恵まれ、名鉄
豊田新線の沿線・名古屋圏東部のベッドタウ
ンに位置づけられ、人口急増によって、市へ
の移行要件が成立して 2010 年 1 月には「み
人口 内男 内女 外国人 内ブラジル 内フィリピン 面積 km2
岡崎市 379918 191910 188008 8470 2685 1551 387.24
碧南市 71871 36715 35156 3008 1557 343 35.86
刈谷市 148582 78011 70571 3588 701 994 50.45
豊田市 422181 219744 202437 13377 5120 1381 918.47
安城市 184780 94710 90070 5544 1802 1481 86.01
西尾市 170166 86663 84503 5832 2320 887 160.34
知立市 70671 37083 33588 4025 2297 454 16.34
高浜市 46301 23967 22334 2271 1272 233 13
みよし市 59616 30584 29032 1495 475 227 32.11
幸田町 39332 19798 19534 704 167 179 56.78
1593418 819185 775233 48314 18396 7551 1756.6
表２　西三河の概要（1）
豊田市は 2005 年 4 月に東西加茂郡 4 町 2 村を合併して現在規模に、西尾市は 2011 年に幡豆 3 町を吸収合併
している。また旧三好町は 2010 年 4 月からみよし市に市制移行した。資料『西三河の統計 2014』より作成。
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換がなされた時期にほぼ対応している。
　この地域の経済発展と新規学卒者の雇用に
ついては、トヨタ自動車ならびにトヨタ関連
企業に大きく依拠してきたのはいうまでもな
い。これら企業群は、地元の西三河での高等
学校における新規学卒者の受け皿のみなら
ず、全国の新規学卒者の受け皿として存在し
てきた。これらの企業群は日本経済が右肩上
がりの時代であった 1990 年代初頭までは、
職業高校ならびに職業学科のみならず普通科
卒業の新規学卒者にも十分すぎるほどの門戸
を開いてきた。だからこの地域の 1980 年代
までは、雇用問題が今のような社会問題にな
ることはなかった 4。とはいってもこの区割
りは、自治体の行政範囲の変遷によって相互
浸透によって微妙な変化もあることも指摘し
ておきたい。
３　「平成の大合併」による自治体再編（8
市 9町 2村から 9市 1町へ）
　以上の記述は 21 世紀になるまでの西三河
地域の様相であった。だが 21 世紀になると
新しい動きが見られ、現在では自治体も以下
のように再編成されている。
（1）「碧海市」構想の挫折
　愛知県西三河南部（矢作川以西）に位置す
る碧海地域とは、反復するが旧碧海郡にあっ
｢ 平成の大合併」構想よりも早い時期に合併
構想がすすめられたが、頓挫した。しかし五
市間の地理的・文化的繋がりは強く、消防な
どは一部事務組合として衣浦東部広域連合を
形成している。豊田市に次いで製造業に依存
し、中でも刈谷市はトヨタグループ企業の典
型的な企業城下町として発達してきた。
　本稿は将来の予測を目的とするものではな
いが、西三河地域での市町村合併の今後の可
能性はこの先否定できないが、当面は現在の
棲み分けでの自治体構成が続くという判断を
当事者はしている。またこの地域の特徴を学
校教育から考察すると、職業高校・職業学科
の存在によってもうかがい知ることが出来
る。この地では高度経済成長期前まで工業高
校は岡崎市に１校のみで、高度経済成長期以
降に刈谷市（1963）、豊田市（1971）、碧南市
（1973）で県立工業高校が設置されている。
また農業高校は戦後新制高校設置と同時に安
城市、猿投町（当時、現豊田市）、西尾市
（当時の実業高校）の 3 校が存在したことか
らも、ある時期までは農業地域であったこと
が推測できる。商業高校は現在も岡崎市の一
校が単独校、知立市・碧南市の二校に普通科
高校とともに併設されているに過ぎない。
1990 年代まで職業高校・学科の再編はなさ
れず、情報関係の学科が設置されたのは
1990 年代であり、日本経済の産業構造の転
表３　西三河の概要 (2)
小学校数 中学校数 高校数 幼稚園数 内公立 保育園数 内公立
岡崎市 48 23 11 25 3 53 35
碧南市 7 5 2 5 5 14 5
刈谷市 15 6 5 18 16 13 10
豊田市 75 28 15 36 15 67 52
安城市 21 8 5 13 4 33 23
西尾市 26 10 5 6 3 36 26
知立市 7 3 2 4 0 13 10
高浜市 5 2 1 5 4 10 2
みよし市 8 4 1 6 0 10 8
幸田町 6 3 1 3 0 8 8
西三河統計協議会編『2014 西三河の統計』より作成。
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（2）額田町の岡崎市への吸収合併と幸田町の
自立
　岡崎地域は岡崎市と隣接する額田、幸田の
2 町とともに、1 つの地域社会が形成されて
いた。平成の大合併の時期に合併論議が盛ん
になり、山間部が多くこれといった目玉の産
業もなく財政事情がよくない額田町は、「平
成の大合併」論議の流れに呑まれ岡崎市への
吸収合併となった。一方幸田町は、面積は
56.72 km2 総人口 39,776 人を擁し、中部工業
団地をはじめとした工業団地が形成され、デ
ンソーやソニーやパナソニック有力な大企業
の関連会社が立地し当時は財政事情がまだよ
かったこともあり、合併ではなく自立の道を
選んだ。また町内にＪＲ東海道本線の快速が
停車する駅があり国道も 248 号線と 23 号線
が走っていることでの利便性があったことも
町の基盤整備が進んだといえよう 8。
　額田町は用地の大部分が山間部で、合併前
の 面 積 は 160.27km2 あ り 旧 岡 崎 市 の
226.97km2 と合わせると 387km2 にもなり名
古屋市をしのぐ広大な面積になる。人口は合
併当時の岡崎市は 336,583 人、額田町は 9,414 
人であり合わせても 35 万人に満たなかった。
財政力指数は旧岡崎市の 1.06 に対し旧額田
町は 0.6 に過ぎなかった。全国ではこの財政
力指数を下回る自治体が数多くあり、しかも
合併ではなく自立を目指しているのだが、当
時の愛知県内の状況では「合併やむなし論」
の方が幅を効かせていた。旧額田町内では合
併に反対する議員も存在したし、合併問題を
住民サイドから考えて抵抗する住民運動も
様々な行動をしたが多勢に無勢であった。旧
額田町は農村で農業依存体質で進出企業はス
タンレー電気岡崎製作所、デンソー額田テス
トコース、トヨタ部品愛知共販額田センター、
豊田鉄工額田工場などであり雇用の場は限ら
れ、多くの住民は岡崎など町外への通勤で
あった。合併の経過の時系列的な流れは以下
のようである 9。
た安城、刈谷、碧南、高浜、知立の 5 市があ
る地域総体を指す。ただし 1995 年前後の
「昭和の大合併」前後にその一部は岡崎市や
西尾市・豊田市に吸収合併されている 5。
　この地域の合併構想は総務省主導のいわゆ
る「平成の大合併」とはタイムラグがあり、
「新生豊田市」や「新生岡崎市」あるいは
「新生西尾市」の成立よりも早い時期に「民」
主導で動いてきた経緯がある。旧碧海郡 5 市
は現在でも共通の市外電話番号や広域連合と
しての消防署の設置や JA（農協）の合併や
5 市をネットワークとしたケーブルテレビ局
（KATCH）の設立や公共施設の共同設置な
ど結びつきは強かった。
　たまたまこの 5 市が旧碧海郡に所属し、衆
議院小選挙区愛知 13 区と一致したことも
あって、1990 年代以降「碧海市構想」が語
られるようになった。1990 年代後半には５
市の青年会議所のメンバーによって合併協議
会の設置を求める請求運動が始まった。この
請願は碧南市を除く 4 市では採択されたが、
碧南市は自立意識が強く住民の中に合併問題
には拒絶反応があり、結局は頓挫した 6。そ
の後官主導の「平成合併」の動きが各地で活
発化するが、そのときにはほとんどこの地で
は合併の動きはなかった。合併がこの地で実
現しなかったのは、碧南市の抵抗と安城市・
刈谷市の指導権争いがあったという。当時の
合併運動の担い手が 5 市合併にこだわり、ま
た同じ手法で進めても失敗するのは目に見え
ていたからであろう。総務省も財政力が相対
的に高い自治体が多いこの地域では無理矢理
上からの合併を進めて無用な地域内での軋轢
を引き起こすよりも、豊田市や岡崎市の方に
力を注いだのが利点であるという考えが強
かった。その後、刈谷市と高浜市、知立市は
衣浦湾の対岸にある知多郡東浦町と「自立広
域圏」7 を設立して現在に至っている。
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安城市に隣接する南部から最北端の長野県・
岐阜県境まで実に 70 ㎞にもなる広大なエリ
アの自治体が出現した。
　なお旧稲武町は以前は北設楽郡の構成自治
体であり、東三河・奥三河として位置づけら
れてきた。だが旧稲武町は地理的には国道
153 号線の要路にあり、文化圏としては豊田
市と深い関わりをもってきた。実際に住民の
少なからぬ部分は豊田市への通勤・通学をし
ていた。また国税と車両登録関係は北設楽郡
の時から西三河での管轄だった。そのことも
あって、2003（平成 15）年に北設楽郡から
東加茂郡に変更され、2005（平成 17）年に
は新豊田市誕生の際には他の町村と共に吸収
合併されていった。なお、衆議院の小選挙区
だけは旧稲武町地域は従来の東三河山間部の
自治体と同じく愛知 14 区（豊橋市、田原市
以外の東三河と同じ）である。
（4）幡豆郡三町の西尾市への編入
　西三河南部矢作川以東に位置する西尾市・
幡豆郡三町は以前より結びつきもあり、屎尿
処理や介護保険などで広域連合を運営してい
た。西尾市は旧城下町 10 ということもあり
独自の発展をしていた。一方隣接する幡豆郡
は、2011 年 当 時 人 口 58,406 人、 面 積
84.56km2、人口密度 691 人 /km2 を擁してい
たが、３町は独自の運営をしていたが、消防
組織は、幡豆郡 3 町で幡豆郡消防組合を運営
しており、ゴミ処理については、旧幡豆郡と
西尾市を加えた西尾幡豆広域連合で行い、処
理場施設は吉良町に設置されていた。額田郡
幸田町の西半分は、以前は幡豆郡豊坂村 11
であったが、1954 年に幸田町と合併した。
　西尾幡豆地域でもこの間周辺自治体との合
併は検討されてきたが、長い間実現には至ら
なかった。ところが当時の市長（榊原康正）
が中心となって強力に合併協議を進めた結
果、2010 年 8 月 27 日、幡豆郡 3 町（一色
町・吉良町および幡豆町）との合併調印式が
行われ、翌年の 2011 年 4 月 1 日、各町は西
［岡崎・額田の合併のあゆみ］
2003 年 7 月　額田町からの申し入れにより、
岡崎市と幸田町、額田町の 1 市 2 町で「岡
崎額田地区合併研究会」を設置
2003 年９月　額田町の合併に関する住民意
向調査の結果が公表され、これによれば回
答者の 84.7％が合併協議会設置を希望し
たという。
2003 年 10 月　額田町議会が岡崎市との合併
を希望
2003 年 12 月　幸田町議会が合併特例法期限
内の合併を見送り、その結果岡崎市と額田
町の枠組みで法定協議会を設置し、幸田町
は参加しないことを 1 市 2 町首長会議で合
意に到る
2003 年 12 月　岡崎市・額田町の両議会が合
併協議会設置を議決
2004 年 1 月　「岡崎市・額田町合併協議会」
を設置
2004 年 2 月　第 2 回合併協議会で新市名は
「岡崎市」、合併方式は「編入合併」を確認
2006 年１月　- 額田町が岡崎市に編入し、郡
より離脱。
（3）東西加茂郡の豊田市への編入と三好町の
自立
　かつてはこの地域は豊田市の周辺の東西加
茂郡に 7 町村（西加茂郡三好町、藤岡町、小
原村、東加茂郡足助町。旭町、稲武町、下山
村）の自治体があった。全国的に合併論議が
進む中で、この地でも法定合併協議会がつく
られたが、最終的には三好町は離脱し、この
時点で市町村合併は破綻したはずであった。
しかしその直後から総務省と結んだ合併推進
派の猛烈な巻き返しがあり、仕切り直しに
よって、いつのまにか三好町を除く町村は豊
田市に吸収合併され、新生豊田市の一角を占
めるに至った。なお新生豊田市は人口こそ
42 万人程度であるが、面積は 918km2 にも
なり名古屋市の 2.7 倍にもなる県内第一の面
積を擁する巨大な自治体となった。知立市や
78 中京企業研究
小企業が立地する古典的な企業城下町が中心
であった。
　ところでいうまでもないが西三河地域が企
業城下町的性格を色濃く反映しているのは、
この地に日本の自動車産業メーカーの雄であ
るトヨタ自動車ならびに関連企業が立地され
たからである。そもそもこの地に立地された
トヨタ自動車ならびにトヨタ関連企業の起源
は大正年間にさかのぼる 12。「豊田紡績（現
トヨタ紡績）」ならびに「豊田自動織機製作
所」が刈谷に立地されたことがルーツであ
る。その後自動車部が発足し大規模の自動車
生産のための用地が必要になったとき、候補
地としてあがったのは、刈谷市以外にも大府
市や半田市があったがどこの用地も高く、当
時としては破格値として提供してくれたのは
発祥の地である刈谷市から 20 ㎞も離れた挙
母町（当時現豊田市）の丘陵地帯であった。
後に自動車産業が日本経済を牽引する基幹産
業に成長するのは、当事者の願望があっても
夢物語であったのは事実であろう。ところが
この地は戦後高度経済成長を経て、愛知・東
海・日本を牽引する一大産業集積地として成
長していくことになった。
　高度経済成長以降の豊田市・刈谷市を中心
尾市に編入合併した。当時の 3 町の合併への
意向は幡豆町は肯定的、比較的財政事情が良
かった吉良町は消極的、一色町は是々非々で
あったが、「平成大合併」の「最後のチャン
ス」という時流に乗せられていった。
　ところでころで企業城下町とは、ある特的
の産業・企業の経済力に大きく依存した自治
体・地域社会のことをいう。一般的には大都
市圏よりも地方にそうした自治体は散在す
る。製造業では特定大企業の本社工場の立地
が見られ、その工場の周辺に関連企業が集積
するのが普通の姿である。しかも日本の場合
は親会社・子会社という系列取引の関係で、
物流コストからも従来的には近隣に関連工場
が立地しているのが一般的特徴であった。大
量生産を前提とした多くの部品から成り立っ
ている自動車産業においては、周辺に工場が
立地するのはある意味自然であった。した
がって自動車産業の場合は本社工場を中心に
企業城下町が形成される根拠があった。（豊
田市、刈谷市や富士重工の太田市、ダイハツ
の池田市、マツダの府中町など）経済のグ
ローバル化が進展していく 1990 年代までは、
いわゆる親会社・大企業の周辺に子会社・中
表４　2つの企業城下町（豊田市と刈谷市）
豊田市 刈谷市
市のキャッチフレーズ 環境先進都市 快適産業文化都市
市制開始 1950 年 11 月 22 日 1950 年 4 月 1 日
面積（km2） 918.47 50.45
世帯数（戸） 170,117 62,384
総人口（人） 422,181 170,117
事業所数 13,786 5,301
農業経営体数 57 2
農家数（戸） 7,192 1,636
経営耕地面積（km2） 76 14
製造業事業所数 1,547 731
製造品出荷額（万円） 969,068,416 142,203,475
商業事業所数 3,081 1,286
年間商品販売額（百万円） 1,358,202 657,974
平成 25 年度歳入計（千円） 173,817,254 56,329,418
平成 25 年度歳出計（千円） 163,941,550 50,719,860
西三河統計協議会編「2014 西三河の統計」より筆者作成。
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になった。かつてのような単純に企業に依存
する「企業城下町」としての性格が薄められ
るようになった。この傾向を促す契機とと
なったのが、2007 年に始まるリーマンショッ
クからトヨタショックに至る一大パニックに
襲われた出来事であった 14。
４　西三河地域の特性
（1）自然環境
　以上に記した西三河地域の概要を以下にま
とめることとする。西三河は地理的には愛知
県中央部に位置する。愛知県の知多半島東の
衣浦湾・境川ラインの東側は三河部、西側は
尾張部になる。その三河部は三ヶ根山を境に
西側が西三河になる。西三河の中央部には一
級河川矢作川が南北に流れ、その流域の東西
に広がる平野が中心の地域である。北は岐阜
県・長野県に隣接する北部山間部地域から三
河湾に面する南部平野部にまで及ぶ。土地利
用状況は農用地が 14.4％、森林が 52.0％、
宅地が 9.9％、工業用地が 2.4％である。平
野部は矢作川・境川の肥沃な沖積層地帯であ
り、近代以降の明治用水あるいは愛知用水の
利水によって、特色ある農業地帯が形成され
た。その典型が「日本のデンマーク」安城市
である。県都名古屋市から距離にして 20 キ
ロから 30 キロに位置することから、その利
便性も後の地域社会の発展に寄与した。
（2）産業集積の状況
　その地理的条件が、戦後日本経済の発展と
りわけ高度経済成長以降の自動車産業による
世界的な一大集積地の形成を成し遂げていく
ことになる。この地は刈谷市、豊田市を中心
に自動車産業＋工作機械を中心に機械関連産
業とそれと関連のある電気・電子機器関連産
業の集積を促していった。この地が雇用の一
大市場であったのはいうまでもない。だから
全国各地から若年層を中心に豊かな労働力が
流入した。
とした西三河地域が広範囲な「企業城下町」
であったことは多くの人が認めるところと
なった。各企業の自治体の歳入の多くが企業
の法人税に依存し、なおかつ遅れた社会的イ
ンフラの整備を「企業福祉」が補完すること
によって地域社会が成り立ってきた。実際に
道路や病院などの施設はトヨタがまかなって
きたものが多くある。また各自治体ではトヨ
タ自動車ならびに関連企業出身の議員が数多
くおり、行政への影響もかなり与えてきた。
企業と一体化した地域社会の存続繁栄は誰も
疑わなかった。だがこれは 1980 年代までの
ことであった。
　ところが 1980 年代から 1990 年代にかけ
て、トヨタ自動車だけでなく日本経済が大き
な「激震」に見舞われることになった。1980
年代半ばから始まったバブルの宴が 1990 年
代初頭にはじけるとともに従来の日本的シス
テムは大きな転換に迫られることになった。
「失われた 10 年・20 年」といわれる時代の
始まりであった。それと並行して経済のグ
ローバル化も顕著になった。直接的には円高
を契機に生産拠点が海外に移転することに
なった 13。同時に生産拠点の国内分散化も始
まった。自動車産業の成熟化とともに、「経
済成長」に依拠する従来型の右肩上がり経済
は望めなくなった。日本的労使関係の「三種
の神器」といわれた「終身雇用制」「年功賃
金」「企業別組合」の動揺も始まった。この
地域だけでなく不安定な「身分」の「非正規
雇用の労働者」が数多く出現するようになっ
た。高校生をはじめとした地元の若者の就職
先もこれまでと同じような水準で確保するの
も困難になり、外国人労働者も流入するよう
になった。町で工場で学校で外国人の姿を見
るのは珍しくなくなった。明らかにグローバ
ル化による地域社会の変化をもたらすように
なった。西三河の総体が企業城下町ではあっ
ても、自治体がこれまでのように企業に過度
に依存することもなくなった。とともに西三
河の各自治体が、様々な方向を模索するよう
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額田地域、西尾市幡豆地域の西尾地域、それ
に碧海 5 市（刈谷、安城、知立、碧南、高
浜）という 4 つの地域区分の棲み分けは変
わっていないものの、微妙な変化もある。碧
海 5 市内部では、刈谷市と安城市の意向・思
惑のずれ、さらに根強い自立志向の碧南市の
存在など、政府サイドでの強力な誘導がない
ことには当面は一体化はあり得ない状況であ
る。それに変わって現在進行中なのが、市町
村合併や「広域連合」以外の自治体連携の模
索である。以前からある「一部事務組合」に
加えて、近年は「自立定住圏」という合併を
前提としないゆるやかな地域連携の模索も始
まった。この地域でいうならば、先に触れた
刈谷市、知立市、高浜市、知多郡東浦町の 4
つの自治体による「広域自立定住圏」であ
る。この動きが今後どうなっていくかは定か
ではないが、1 つの新しい動きとして注目は
されよう。
　この地域はこうして現段階では以下のよう
な変容を指摘できる。それはこの地域が企業
城下町として性格は残しつつも、確実に変容
しつつあることの表れである。
（4）西三河の到達点
①日本の自動車産業の成熟化とともに、グ
ローバル化による生産拠点の分散と国内・
海外に移行をあげることができる。トヨタ
自動車に限るならば、かつては生産拠点は
豊田市と三好町に集中していた。その後国
内では碧南の衣浦工場や渥美の田原工場
に、そして九州北部や北海道、東北への生
産拠点を分散拡大させていった。西三河が
明らかに過度のトヨタ・自動車への依存か
らの意識的無意識的脱却という現象がみら
れ、自動車産業からの離陸・自立が始まり
つつある。
②いまや高度経済成長の時代は過去のエピ
ソードである。その時代の担い手であった
当時の青年・壮年層の団塊の世代はすでに
現役を引退し、高齢者の仲間入りをしてい
　とりわけこの地域を特徴付けるのは高規格
道路を中心とした道路網の整備である。古く
は国道 1 号線が中心部を走り、その南側には
国道 23 号線がはしっていた。それに北部に
は 153 号線（飯田街道）が通過し、南北には
国道 248 号線縦断し、さらに 155 号線が北部
から西部にかけて環状線機能を果たしてい
た。それに加えて高速道路網の整備は、1969
年には東名高速道路が開通し大動脈が豊田市
の中心部を横断し、後には 2005 年「愛地球
博」を契機とした、伊勢湾岸道路と東海環状
道路の開通によって西三河の外縁に岐阜県東
濃・西濃地方や三重県北勢地方まで位置づけ
られた。しかも国道 419 号線の衣浦豊田道路
としての開通や、国道 23 号線の高規格道路
としての延長拡大、そして衣浦港の整備に
よってグローバル生産の拠点として位置づけ
られるようになった。道路は産業道路として
機能しているだけでなく、通勤（場合によっ
て通学も含めて）やレジャー・買い物などの
生活道路としても活用されている。全国どこ
でも見られるが、商業施設は駅前通りは衰退
し、郊外に巨大な大型店が立地し、人々は車
で買い物に行く。地域社会が過度に車に依存
している典型的な事例である。車があればど
こにでも行くことができるが、車を利用する
ことができない弱者は大変厳しい社会である
15。実際に西三河の鉄道網は東海道本線と名
鉄名古屋本線を除くと貧弱で、名鉄豊田線
（赤池～豊田市）は 1979 年に開通したもの
の、その後に名鉄三河線猿投～西中金、同碧
南～吉良吉田は廃線になっている。名鉄西尾
線も西尾以南の存続についても話題になって
いる。全国の縮図でもある。
（3）自治体の動向
　西三河は 21 世紀初頭ではまだ 8 市 9 町 2
村の自治体から成り立っていた。「平成の大
合併」を経て、現在では 9 市 1 町の自治体に
なった。だが実際には豊田市プラスみよし市
の旧豊田加茂地域、岡崎市と幸田町の旧岡崎
81トヨタが地域社会に与えた影響
営の域を越え、法人組織「豊田紡織株式会社」
が 1918（大正 7）年 1 月 30 日に誕生した。株
式会社豊田自動織機（TOYOTA INDUS-
TRIES CORPORATION）の設立は 1926（大
正 15）年 11 月 18 日のことであり、自動車部
を設置は 1933（昭和 8）年で、大衆乗用車完
成記念展覧会開催、自動車製造許可会社に指
定は 1936（昭和 11）年、自動車部を分離しト
ヨタ自動車工業株式会社（現トヨタ自動車株
式会社）の設立は 1937（昭和 12）年だった。
「 ト ヨ タ 紡 織 」HP を 参 照 http://www.
toyota-boshoku.com/jp/about/company/
２　知多地区は尾張とはいえ、他の尾張地区とは
かなり様相が異なる。南北に細長い知多半島
北部の東海市や大府市や知多市は名古屋市の
ベッドタウンの側面があるが、南に行くに従
い過疎的傾向が顕著になる。半島北側の西三
河に隣接対面部分の東浦町、半田市、大府市
などは産業構造は西三河の外延的な位置とし
て機能している。
３　名古屋市都心部の金山駅からＪＲ沿線の刈谷
駅までは快速電車で 15 分程度、安城駅までは
20 分程度、岡崎駅までは 25 分程度で移動が
可能で、名鉄沿線の知立駅までも特急で 20 分
弱で移動できる。名古屋市内の周辺に位置す
るところからよりもスムーズに移動できるメ
リットがある。
４　バブル崩壊までトヨタ系などの「生産関係職」
でいうならば、普通科高校卒業生にも企業は
積極的に門戸を開いてきたし、正規雇用での
中途採用も積極的に行ってきた。さらに製造
業だけでなく、第三次産業である金融・サー
ビス業などでも受け皿として機能した。
５　旧碧海郡の中でも矢作町、六ツ美町は岡崎市
に、明治村の一部（米津村、南中根村）は西
尾市に、高岡町、上郷町は豊田市に編入して
いるが、微妙にタイムラグがある。
６　この運動は 5 市の青年会議所が中心となり、
各市に合併協議会の設置のための住民投票条
例の設置を求める請願として始まり、碧南市
以外では採択されたが、碧南市だけはトヨタ
る。当時の「入植者」が後期高齢化にな
り、現在の壮年層は 1980 年代生まれ以降
が主力であり、生まれたときからこの地で
育ってきた人々も少なくない。しかも経済
の右肩上がりの時代を知らない人々が多数
を占めるようになった。こうして地域社会
が必ずしも自動車産業だけに依存していた
時代とは異なるようになった。西三河の住
民の中に、トヨタの恩恵を感じる人の数は
少なくなりつつある。
③いびつとはいえ輸送機器産業を中心に繁栄
してきたこの地域も、刈谷市や安城市や知
立市のように名古屋市という大都市圏の衛
星都市あるいはベッドタウンとしての性格
を持つ自治体も出現した。みよし市や名鉄
豊田線沿線沿いの豊田市北西部もその傾向
が出てきた。
④しかも近年の CSR（corporate social re-
sponsibility）＝「企業の社会的責任」や
グローバルコンパクトの影響も受け、企業
も形だけでも社会的責任を意識せざるをえ
ないようになった。そのことは従来は企業
の意向に従属していた自治体・地域社会が
現在では表向きは対等の立場になったこと
を意味する。この変化は地域社会のあり方
に決定的な役割を持つようになった。
　そのうえで地域社会の変容と隣接地域との
関係も単純でなく相互影響ももたらすように
なった視点も重要である。これからの時代の
地域社会の特性は閉鎖的な個性を強調するの
ではなくお互いに隣接地域と関連しながら発
展して行かざるを得ないようになる。こうし
た前提のうえで西三河の地域社会における学
校（公教育）はどうなっているのかは次の機
会に検討することとする 16。
（さくらい　よしゆき　研究員）
注 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　1914（大正 3）年に第一次世界大戦勃発は戦
争景気を促し、「豊田自働紡織工業」も個人経
82 中京企業研究
には「年越し派遣村」が大きな話題をふりま
いたが、この地でも職にあぶれた労働者の
「労働相談」が各地で行われた。
15　新幹線三河安城駅の実態が西三河地域を象徴
している。この駅はこだま号しか停車せず、
在来線の駅も数百メートルも離れ、他の交通
機関はタクシーかマイカーでの送迎が基本で
ある。西三河の各自治体の中学生の修学旅行
はこの駅を利用しており、このときは駅周辺
では送迎の車であふれかえる。近年この三河
安城駅と市街地を結ぶコミュニティバスも
やっと開通した。
16　公的試験研究機関やインキュベート施設は名
古屋市に集中しているが、研究機関等は岡崎
市の旧愛知教育大学跡地に、文部科学省の自
然科学系の大学共同利用機関である基礎生物
学研究所、生理学研究所、分子科学研究所が
ある。安城市には愛知県農業総合試験場の水
田利用研究室（作物研究部）があり、あいち
産業科学技術総合センターが豊田市に、産業
技術センターが刈谷市に、三河窯業試験場は
碧南市にある。 
　大学は刈谷市に１校（愛知教育大学）、岡崎
市に 3 校（人間環境大学、岡崎学園大学、愛
知産業大学）、豊田市に 3 校（愛知工業大学、
桜花学園大学、愛知みずほ大学）あるが、産
業発展と比較して知的文化的側面は弱いもの
がある。この点は後期中等教育の現状からも
探る必要もある。
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